（参考様式６）
　　　　　　　　　　　　　（介護予防・日常生活支援総合事業用）

誓約書
　申請者は介護保険法第１１５条の４５の５第２項に規定する者でないこと及び下記の事項を誓います。
　　（宛先）向日市長
　　年　　月　　日
	（申請者）
	（名称）
	

	
	（代表者の職名・氏名）
	


記
１　介護保険関係法令及び同法に基づく本市の要綱で定める基準並びに同法関係通知及び当該介護保険事業の実施に係るその他関係法令等の内容について認識しており、適正な介護保険事業の運営に努めます。
２　申請者は、「向日市暴力団排除条例」第２条第４号イ及びエに掲げるものではありません。
３　役員等は、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」第２条第６号に規定する暴力団員ではありません。
４　事業所の運営について、「向日市暴力団排除条例」第２条第４項に規定する暴力団員等の支配をうけません。
５　指定申請の内容と異なる事業運営を行うこと（特に資格要件を満たさない従業者や勤務実態が申請の内容と異なる者がサービスの提供を行うこと等）及び人員、設備及び運営に関する基準を満たさない事業運営を行うこと等、重大な法令違反があった場合に、向日市が、当該事業所等に対して指定取消等の処分を行うことがあることを承知しています。
６　指定申請手続を開始した後に判明した事実により、たとえ施設を建設し、従業員を確保した後であっても適正な事業運営ができないと判断される場合は、指定等を行うことができない場合があることを承知しています。
７　向日市等が介護保険関係法令に基づき当該事業所等に対して行う実地調査等に協力します。

【介護保険法】
(指定事業者の指定)
第１１５条の４５の５　第１１５条の４５の３第１項の指定(第１１５条の４５の７第１項を除き、以下この章において「指定事業者の指定」という。)は、厚生労働省令で定めるところにより、第１号事業を行う者の申請により、当該事業の種類及び当該事業の種類に係る当該第１号事業を行う事業所ごとに行う。
（２）　市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が、厚生労働省令で定める基準に従って適正に第１号事業を行うことができないと認められるときは、指定事業者の指定をしてはならない。
【介護保険法施行規則】
第１４０条の６３の６　法第１１５条の４５の５第２項に規定する厚生労働省令で定める基準は、市町村が定める基準であって、次のいずれかに該当するものとする。
一　第１号事業(第１号生活支援事業を除く。)に係る基準として、次に掲げるいずれかに該当する基準
イ　介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成二十七年厚生労働省令第四号)第五条の規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成十八年厚生労働省令第三十五号。ロにおいて「旧指定介護予防サービス等基準」という。)に規定する旧介護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に係る基準その他厚生労働大臣が定める基準の例による基準又は指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成十八年厚生労働省令第三十七号。ロにおいて「指定介護予防支援等基準」という。)に規定する介護予防支援に係る基準の例による基準
ロ　旧指定介護予防サービス等基準に規定する基準該当介護予防サービス(旧介護予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係るものに限る。)に係る基準その他厚生労働大臣が定める基準又は指定介護予防支援等基準に規定する基準該当介護予防支援に係る基準の例による基準
ハ　平成二十六年改正前法第五十四条第一項第三号又は法第五十九条第一項第二号に規定する離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援被保険者等が、平成二十六年改正前法第五十四条第一項第三号又は法第五十九条第一項第二号に規定するサービスを受けた場合における当該サービスの内容を勘案した基準
二　第一号事業に係る基準として、当該第一号事業に係るサービスの内容等を勘案した基準(前号に掲げるものを除く。)
